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図 1 に、地盤改良をしながら CO2を地盤中に貯留する技

術の模式図を示す。排ガス由来 CO2 と副産物由来カルシウ

ム源から合成する軽質炭酸カルシウム CaCO3 は、分子量は

100 g/mol であり、そのうち CO2の分子量は 44 g/mol であ

ることから、純度 100 %のとき 0.44 t-CO2/t の CO2が固定

されており、たとえばこれを環境配慮型地盤圧入材に 100 

kg/m3 混合して地盤改良工法のモルタル等に用いると、44 

kg-CO2/m
3の CO2を CaCO3の形で地盤中に貯留することが可

能となる。 

 

３．環境配慮型地盤圧入材の概要 

 

3.1 環境配慮型地盤圧入材の組成 

図 2 に、環境配慮型地盤圧入材の組成を示す。固化材と

して、高炉スラグ微粉末（石膏添加品）とアルカリ刺激剤

（珪酸ソーダ）の混合物を用いる。骨材には、未利用資源

として砕石スクリーニングス・砕石粉、副産物としてコン

クリートスラッジ破砕骨材 1)、高炉スラグ細骨材などを用

いることができる。不活性フィラーとして、軽質炭酸カル

シウムを骨材や固化材の一部に置き換えて混合する。 

 

 

3.2 反応メカニズム 

固化材に用いる高炉スラグ微粉末は、石膏添加品、石膏

添加無しの 2 種類が市販されているが、高炉スラグ微粉末、

水、珪酸ソーダを混合する事前試験を行った結果、石膏添

加品はゲル化物が生成されブリーディング率が低減したこ

とから、石膏添加品を用いることを標準とした。石膏と珪

酸ソーダとの反応 2)は以下のとおりである。 

Na2O・nSiO2+CaSO4 → CaO・nSiO2+2Na2SO4 

ここで、ゲル化物の生成量は石膏量と Na2O 濃度に影響され、

ゲル化物強度は SiO2の量に影響される。SiO2量を増やして

ゲル化物強度を大きくすれば材料分離抵抗性が向上するが、

地盤改良施工時のポンパビリティの低下が懸念される。 

一方で硬化反応は、高炉スラグ微粉末に含まれる金属イ

オンがアルカリ液（Na2O）で溶け出しポリマー化が進行す

ることによるが 3)、SiO2量が適量であっても Na2O 量が不足

すると金属イオンの溶解が進まず、15～20 ℃程度の常温で

硬化しない。 

著者らが事前検討として行った実験 4)より、固化材にア

ルカリ刺激剤として用いる珪酸ソーダは、SiO2/Na2O モル比

2.0～2.3、Na2O=12.4～14.5 %程度においてブリーディング

を抑えつつ可使時間を確保し、常温で強度発現できること

が確認されたことから、上記範囲の珪酸ソーダを用いるこ

とを標準とした。 

 

3.3 流動性 

3.3.1 テーブルフロー値 
流動材圧入静的締固め工法の施工において、流動材の混

練りは 0.1～0.3 m3/バッチ程度のミキサーで現場練りにて

行うことが一般的であるため、短時間で流動性を得られる

配合の設定が重要である。そこで本実験では、流動材の各

材料の配合量を変化させて、3 分程度の混練り時間で流動

性が確保できる範囲を調べた。表 1 に使用材料を、表 2 に

配合表を示す。骨材に、高炉スラグ細骨材（S1）を用いた

図 2 環境配慮型地盤圧入材の組成 

【高炉スラグ微粉末】
JIS4000相当品

【珪酸ソーダ】
アルカリ刺激剤

水

【軽質炭酸カルシウム粉末】

【高炉スラグ細骨材】

【Conスラッジ破砕骨材】

一部置換え

【固化材】※セメントを使わない

【不活性フィラー（CCU材料）】

【砕石スクリニングス・砕石粉】

【骨材】

表 1 使用材料

材料名 記号
密度

g/cm3 摘要
CO2排出原単位

 kg-CO2/t
S1 ρS1=2.6～2.9 JIS A 5011-1、高炉スラグ細骨材（5mm以下） 26.5
S2 ρS2=2.4～2.7 コンクリートスラッジ破砕骨材（5mm以下） 1.2

高炉スラグ微粉末 P ρP=2.8～3.0 JIS A 6206、SO3=2～4%、比表面積3500～5000cm2/g 26.5

軽質炭酸カルシウム F ρF=2.5～2.8 CaCO3純度90%以上、比表面積2500cm2/g以上 -366

珪酸ソーダ WG ρWG=1.49～1.53 SiO2/Na2Oモル比=2.0、Na2O=14.1～14.5% 300

水 W ρW=1.0 上水道水 0.235
BT1 ρBT1=1.045～1.065 高流動性充填材用特殊増粘剤「ビスコトップ200LS-2」 ―
BT2 ρBT2=1.02 界面活性剤型液体増粘剤「ビスコトップ500K」 ―

高炉セメントB種 BB ρBB=3.02～3.05 JIS R 5211-2009 465

骨材

混和剤
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11 配合、コンクリートスラッジ破砕骨材（S2）を用いた 15

配合の計 26 配合について試験を行った。骨材毎に配合量を

変化させて混練りした。混練りには、モルタルミキサー（マ

ルイ社製）を用いた。攪拌回転数は、自転 140 rpm、公転

62 rpm とした。練り鉢内に骨材、高炉スラグ微粉末、軽質

炭酸カルシウムを投入して攪拌・混合した後、水を投入し

て 30 秒攪拌した。さらに珪酸ソーダを添加して 2 分撹拌し

た。 

混練り後にテーブルフロー試験（以下、TF 試験）を行い、

その後供試体を採取して、養生 28 日後に一軸圧縮試験を行

った。一軸圧縮試験結果については 3.4 節を参照されたい。

TF 試験は JIS R 5201 に準拠したが、フローコーンに代わ

り JHS A 313 コンシステンシー試験方法のシリンダー（寸

法：φ80 mm×高さ 80 mm）を使用した。混練物を充填し、

シリンダーを静かに鉛直上方に引き上げた直後（0 打）お

よび 15 回の落下運動を与えた後（15 打）に混練物の広が

りを測定してテーブルフロー値（以下、TF 値）とした。 

写真 1 に、TF 試験状況の一例を示す。いずれの配合も混

練り時間 3 分で均質に混練りができた。S1 骨材配合は 0 打

が TF 値 80～100 mm、15 打が TF 値 120～220 mm であり、S2

骨材配合は 0 打が TF 値 80～150 mm、15 打が TF 値 140～230 

mm であった。どちらも固化材の初期反応 4)によりチキソト

ロピー性が付与されている。 

図3に液体粉体比とTF値の関係を示す。液体粉体比（wt%）

は（WG+W) /（P+F）による値である。S1 骨材配合は、液体

粉体比が増減すると、TF 値が鋭敏に変化する。流動性が得

られる液体粉体比の範囲は、S1骨材配合は60 wt%程度以上、

S2 骨材配合は 150 wt%程度以上であった。 

図 4 に CCU 材料置換率と TF 値の関係を示す。CCU 材料置

換率（wt%）は F /（S+P+F）による値である。置換率 0～18 

wt%の範囲においては流動性が確保できる結果が得られた

が、本検討の範囲において CCU 材料置換率と TF 値に相関は

認められなかった。 

図 5 に骨材ペースト比と TF 値の関係を示す。骨材ペース

ト比（vol%）は(S/ρS) /（P/ρP+F/ρF +WG/ρWG+W）による

値である。骨材ペースト比が大きくなる、つまり骨材の体

積比率が大きくなると、TF 値は小さくなった。S1 骨材配合

は 160 vol%程度以下、S2 骨材配合は 85 vol%程度以下で流

動性が得られることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 TF 試験状況（左：0 打、右：15 打）

92ｍｍ 197ｍｍ

図 5 骨材ペースト比と TF 値の関係
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図 3 液体粉体比と TF 値の関係

図 4 CCU 材料置換率と TF 値の関係 

表 2 配合表 

S1 S2 P F WG W
11 1545～1711 0 38～416 95～357 11.2～13.1 255～298 65～80 0～18 121～155
15 0 927～1196 22～293 96～241 7.2～9.3 441～558 151～244 0～18 53～82

ｹｰｽ数
1m3

当り配合（kg） 液体粉体比
（wt%）

CCU材料置換率

（wt%）

骨材ﾍﾟｰｽﾄ比
（vol%）
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3.3.2 ポンパビリティ 

流動材圧入静的締固め工法の施工時において、①圧送距

離が長い②吐出量を増やす③地盤に圧入して締め固めるな

どの場合、流動材の吐出圧力が上昇することで凝集や加圧

脱水が促進され、その結果、配管が閉塞して圧送不可とな

ることが懸念される。そこで本項では、ポンパビリティ向

上を目的として実施した、加圧脱水量軽減に関する基礎的

検討の結果について報告する。 

数種類の混和剤を用いて予備試験を行った結果、界面活

性剤を主成分とする 2 種の混和剤（表 1）が少量添加で加

圧脱水量軽減に効果が高いと判明したため、本検討に用い

ることとした。表 3 に配合と諸物性（TF 値、膨張収縮率、

一軸圧縮強さ）および試験項目を示す。混和剤は水に対し

て外割りで添加した。混練りは 3.3.1 項と同様にモルタル

ミキサー（マルイ社製）を用いて、攪拌回転数は自転 140 rpm、

公転 62 rpm とした。練り鉢内に骨材、高炉スラグ微粉末、

軽質炭酸カルシウムを投入して攪拌混合した後、水を投入

して 30 秒攪拌した。さらに珪酸ソーダを添加して 30 秒攪

拌したのち、混和剤を添加して 90 秒攪拌した。混練り後に

TF 試験、加圧ブリーディング試験、室内ベーンせん断試験

を行った。さらに供試体を採取して、恒温恒湿室（20 ℃）

で養生後（σ7 およびσ28）に膨張収縮率測定および一軸

圧縮試験を行い、破壊後供試体で環境安全性評価を行った。

環境安全性については 3.5 節を参照されたい。加圧ブリー

ディング試験は、土木学会コンクリート標準示方書 JSCE-F 

502 に準じた。モールド上下方向から 3.5 MPa で 10 分間加

圧して適宜ブリーディング水を採取し、10 分経過後に 5.0 

MPa に上昇させて、さらにブリーディング水を採取した。

測定した水量から 60 秒脱水率と最終脱水率を算出した。室

内ベーンせん断試験は、地盤工学会基準 JGS 1411-2012 に

準じ、測定最大トルク値より、ベーンせん断強さを算出し

た。ベーン寸法は、幅 D=20 mm×高さ H=40 mm とした。ポ

ンパビリティの持続性の傾向を把握するため、練り上がり

直後および 1, 2, 3 時間ごとに再攪拌を行った状態の試料

でベーンせん断強さを測定した。 

加圧ブリーディング試験の結果を図6および図7に示す。

脱水量は、混和剤を添加しない No.3 と比較すると、混和剤

添加配合 No.4～7 は、混和剤の種類および添加量によらず

おおむね半分以下となり、混和剤の添加が加圧時の材料分

離抵抗性の向上に有効であることが確認できた。また、混

和剤 BT1 を添加した No.4、5 と BT2 を添加した No.6、7 を

比較すると、BT2 の方が少量でも加圧脱水量の低下に大き

く寄与していることがわかる。 
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図 7 60 秒および最終脱水率

図 6 加圧ブリーディング試験結果
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表 3 配合と諸物性

S1 S2 P BB F WG W 0打 15打 σ7 σ28 σ7 σ28
1 1616 404 0 12.6 281 84 159 -1.4 -2.0 7.38 18.97
2 1545 39 348 12 298 96 209 -0.9 -1.0 1.12 3.72
3 1085 271 8.4 526 82 136 0.7 2.2 4.86 7.30 〇

4 1085 271 8.4 526 W×0.1% 135 226 -0.1 0 1.99 3.27 〇

5 1085 271 8.4 526 W×0.25% 111 211 0 0 2.98 4.80 〇

6 1085 271 8.4 526 W×0.1% 103 209 -0.2 0 3.04 4.94 〇

7 1085 271 8.4 526 W×0.25% 98 196 0 0 3.88 5.36 〇

8 800 580 13 546 W×0.25% 172 255 0 0 5.06 8.02 〇

9 800 290 290 13 537 W×0.25% 120 225 0 0 3.38 4.89 〇

10 800 193 387 13 534 W×0.25% 122 229 0 0 1.54 2.55 〇

11 800 116 464 13 532 W×0.25% 109 220 0 0 0.74 1.09 〇

12 1616 0 0 160 0 0 374 0 ※BB添加量は、一般的な流動材圧入静的締固め工法のセメント系固化材の添加量

環境配慮型地盤圧入材の配合
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 室内ベーンせん断試験の結果を図 8 に示す。高炉スラグ

微粉末（P）と軽質炭酸カルシウム（F）の比率において F

の添加無し（No.8）は 3 時間後もベーンせん断強さの変化

が少なく流動性が維持されており、3 時間程度はポンパビ

リティが確保できる可能性がある。一方で、F の比率が大

きくなるにつれて経過時間に対するベーンせん断強さが大

きくなる傾向にあることから、流動性が低下してポンパビ

リティが維持されない可能性が示唆された。なお、ポンパ

ビリティとベーンせん断強さとの関係については、実機で

ポンプ圧送試験を行って検証する必要があるため、今後の

課題とする。 

 

3.4 力学特性 

地盤改良は改良目的に応じて目標とする設計強度が異な

るため、設計強度を満足する配合を設定する必要がある。

本節で示す力学特性は、表 2 に示す配合の一軸圧縮試験結

果である。供試体の作製方法は、3.3.1 項を参照されたい。 

図 9 に高炉スラグ微粉末（P）添加量と一軸圧縮強さの関

係を示す。両者には正の相関が認められる。S1 骨材配合の

ほうが相対的に高い一軸圧縮強さが得られている。P 添加

量 22～416 kg/m3において一軸圧縮強さ 0.2～19 MN/m2程度

の範囲に調整できる可能性がある。 

図 10 に液体粉体比と一軸圧縮強さの関係を示す。液体粉

体比（wt%）は 3.3.1 項と同様に（WG+W) /（P+F）による値

である。液体粉体比が大きくなると一軸圧縮強さは低下す

る。S1 骨材配合は、液体粉体比が増減すると、一軸圧縮強

さが鋭敏に変化する。S1 骨材配合は液体粉体比 80 wt%以下

において一軸圧縮強さ 3.69 MN/m2以上となり、S2 骨材配合

は液体粉体比 244 wt%以下において一軸圧縮強さ 0.2 MN/m2

以上となった。 

図11にCCU材料置換率と一軸圧縮強さの関係を示す。CCU

材料置換率（wt%）は 3.3.1 項と同様に F /（S+P+F）によ

る値である。CCU 材料置換率が大きくなると一軸圧縮強さ

は低下する。本実験の範囲においては、S2 骨材配合では CCU

材料置換率が 18 wt%程度以上になると一軸圧縮強さが得ら

れない結果である。 

図 12 に骨材ペースト比と一軸圧縮強さの関係を示す。骨

材ペースト比（vol%）は 3.3.1 項と同様に(S/ρS) /（P/

図 12 骨材ペースト比と一軸圧縮強さの関係図 11 CCU 材料置換率と一軸圧縮強さの関係

図 10 液体粉体比と一軸圧縮強さの関係 
図 9 P 添加量と一軸圧縮強さの関係 
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ρP+F/ρF +WG/ρWG+W）による値である。骨材ペースト比が

大きくなる、つまり骨材の体積比率が大きくなると一軸圧

縮強さも増加する結果であった。 

骨材毎に整理すると以下のとおりである。S1 は高炉スラ

グ微粉末（P）添加量 38～416 kg/m3、液体粉体比 65～80 wt%、

CCU 材料添加率 0～18 wt%、骨材ペースト比 121～155 vol%

の範囲において一軸圧縮強さ 3.69～19 MN/m2 が得られた。

S2 は高炉スラグ微粉末（P）添加量 22～293 kg/m3、液体粉

体比 151～244 wt%、CCU 材料添加率 0～18 wt%、骨材ペー

スト比 53～82 vol%の範囲において一軸圧縮強さ 0.2～8.2 

MN/m2が得られた。 

 

3.5 環境安全性 

地盤改良工法の環境配慮型地盤圧入材として本材料を用

いる場合は、改良後地盤の環境安全性が担保されることを

確認する必要がある。そこで本節では、表 3 の配合 No1、2

の環境安全性の調査結果を報告する。 

環境安全性評価のための試験方法は、土壌環境基準や土

壌汚染対策法、「コンクリート用骨材又は道路等のスラグ類

に化学物質評価方法を導入する指針に関する検討会」の報

告書 5)などを参考に、H15 環告 18 号溶出量試験、H15 環告

19 号含有量試験、JIS K 0058-1 の 5 溶出量試験とした。環

境安全性評価に用いた供試体の作製方法は 3.3.2 項に記載

のとおりである。恒温恒湿室（20℃）で養生後に膨張収縮

率測定および一軸圧縮試験を行い、破壊後供試体で H15 環

告 18 号溶出量試験、H15 環告 19 号含有量試験を行った。

JIS K 0058-1 の 5 溶出量試験の供試体も別途混練り時に作

製し、養生 42 日後に試験を行った。 

図 13 に一軸圧縮強さの経時変化を示す。No.1、2 ともに

養生 91 日にかけて強度増加している。No.1（軽質炭酸カ

ルシウム添加無し）の高炉スラグ微粉末添加量は No.2（軽

質炭酸カルシウム添加有り）の約 10 倍であるが、強度発

現は約 5 倍に留まっている。 

表 4 に環境安全性確認試験結果を示す。いずれの試験に

おいても、土壌溶出量基準や土壌含有量基準と比較して低

い値を示しており、本検討の範囲においては環境に対する

安全性が確認できた。今後は、高炉スラグ細骨材以外の骨

材を用いた配合についても安全性の確認を行っていく予

定である。 

 

４．環境配慮型地盤圧入材の CO2排出量と CaCO3

としての CO2貯留量 

 

本章では、表 3 の環境配慮型地盤圧入材の CO2排出量と

CaCO3としての CO2貯留量の試算結果を報告する。 

表 1 に示す CO2排出原単位は各材料の製造に係る値であ

り、参考文献 6) 7) 8)に記載のないものはメーカーにヒアリ

ングして得た値を用いた。本検討に用いた軽質炭酸カルシ

ウムは純度 94.5%であり 416 kg-CO2/t の CO2が固定されて

いる。製造時の CO2 排出量 50 kg-CO2/t を差し引くと、正

味の CO2排出原単位は－416＋50=－366 kg-CO2/t となる。

なお、混和剤については添加量が少ないため、CO2排出量収

支の検討に考慮しないこととした。 

図 14 に、地盤圧入材の CO2排出量を示す。ここで CO2排

出量は、表 3 の配合量に表 1 の各材料の CO2排出原単位を

乗じて合計した値である。参考例として、セメント系固化

材の場合の CO2 排出量を記載した。軽質炭酸カルシウムを
図 13 一軸圧縮強さの経時変化 
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表 4 環境安全性確認試験結果 

試験方法 項目 配合 養生日数 試験結果 基準 判定

カドミウム 1 , 2 7 0.0003未満 0.003以下 〇

鉛 1 , 2 7 0.005未満 0.01以下 〇

六価クロム 1 , 2 7 0.02未満 0.05以下 〇

砒素 1 , 2 7 0.002未満 0.01以下 〇

水銀 1 , 2 7 0.0005未満 0.0005以下 〇

セレン 1 , 2 7 , 28 0.004～0.007 0.01以下 〇

ふっ素 1 , 2 7 , 28 0.31～0.43 0.8以下 〇

ほう素 1 , 2 7 , 28 0.1～0.2 1以下 〇

カドミウム 1 , 2 7 4.5未満 45以下 〇

鉛 1 , 2 7 5未満 150以下 〇

六価クロム 1 , 2 7 5未満 250以下 〇

砒素 1 , 2 7 5未満 150以下 〇

水銀 1 , 2 7 0.02未満 15以下 〇

セレン 1 , 2 7 5未満 150以下 〇

ふっ素 1 , 2 7 240～330 4000以下 〇

ほう素 1 , 2 7 52～66 4000以下 〇

セレン 1 , 2 42 0.002～0.006 0.01以下 〇

ふっ素 1 , 2 42 0.25～0.29 0.8以下 〇

ほう素 1 , 2 42 0.1未満～0.1 1以下 〇

JIS K 0058-1
有姿攪拌溶

出試験
(単位：mg/L)

H15環告18号
溶出量試験

(単位：mg/L)

H15環告19号
含有量試験

(単位：mg/kg)
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添加すると CO2 排出量がマイナスになる。軽質炭酸カルシ

ウムを添加しない No.1 においても 57 kg-CO2/m
3 であり、

セメント系固化材と比べて CO2排出量は 1/2 程度である。 

図 15 に、地盤改良工の施工による CaCO3としての CO2貯

留量を示す。ここで CO2貯留量は、表 3 の軽質炭酸カルシ

ウムの配合量に表 1 の CO2排出原単位を乗じた絶対値であ

る。本検討の配合を適用した場合の CO2 貯留量は、地盤改

良工の施工時に環境配慮型地盤圧入材を 1 m3 使用につき

106～170 kg-CO2/m
3となる。なお、正味の CO2貯留量は、材

料運搬や施工機械運転に伴う CO2 排出量などを考慮して全

体収支で評価する必要があるが、本検討では考慮していな

い。 

CCU 材料を混合した環境配慮型地盤圧入材を用いること

により、地盤改良の一環として CO2 を効率よく地中に貯留

できる可能性があることがわかった。今後は、材料運搬や

施工機械運転に伴う CO2 排出量も含めた全体収支の検討を

進める予定である。 

 

５．環境配慮型地盤圧入材を用いた地盤改良の

施工方法 

 

環境配慮型地盤圧入材は、本検討の流動材のほかスラリ

ーや粉体を使用することも考えられるが、本章では種々の

地盤改良工法のうち流動材を用いる流動材圧入静的締固め

工法の施工方法を紹介する。 

従来の流動材圧入静的締固め工法は、圧入のみで締め固

めるため、ポンプへの負荷が大きくなることが避けられず、

また、施工中の地盤内の圧力分布はロッド先端から放射状

であるため、対象地盤の土質や応力状態などによっては造

成可能な改良径が限界圧入圧力 9)の制限を受ける場合があ

ることが課題であった。 

そこで著者らは、強制拡幅治具を用いて土塊を強制的に

水平方向に移動させ、円筒形の空洞を造成する工程と流動

材を圧入充填する工程とを併用することによって、ポンプ

への負荷を軽減し、かつ所定の改良径を確保する新しい流

動材圧入静的締固め工法の開発に取り組んでいる。 

 

5.1 新しい流動材圧入静的締固め工法の施工フロー 

図 16 に新しい流動材圧入静的締固め工法の施工フロー

を示す。強制拡幅治具を装着したボーリングロッドを用い

て、強制拡幅治具を格納した状態で左回転しながら削孔す

る。改良範囲下端に到達後に右回転させて強制拡幅治具を

展開する。強制拡幅治具で土塊を強制的に水平方向に移動

させて円筒形の空洞を造成する。流動材をポンプ圧送して

強制拡幅治具先端部から吐出させて円筒形の空洞に圧入充

填する。さらに流動材を圧入し続けて周辺地盤を押し広げ

るように締め固め、所定の杭径に相当する量に達したのち

ステップアップする。拡幅、圧入充填、ステップアップを

繰り返し、改良範囲上端に到達後に左回転させて強制拡幅

治具を格納してボーリングロッドを引き上げ、次の施工箇

所に移動する。本工法による杭径は、改良径φ400～700 mm

程度を想定している。ここで改良径は、流動材圧入量を等

価な円柱に仮定した場合の直径である。 
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図 14 地盤圧入材の CO2排出量 
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図 15 地盤改良施工による CaCO3としての CO2貯留量 

図 16 新しい流動材圧入静的締固め工法の施工フロー 
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5.2 強制拡幅治具の動作確認試験 

模擬地盤で強制拡幅治具（試作品）による空洞の造成を

確認する試験を行った。今回の試験においては、流動材に

替えてセメントスラリーを使用した。試作した強制拡幅治

具は、格納状態でφ216 mm、展開状態でφ400 mm である。

施工機械は総重量約 25t の地盤改良機（GI-130C、L×W=8.8m

×2.6m）を使用した。模擬地盤は、N 値 5 程度の砂質土お

よび N 値 4 程度の粘性土とした。図 16 の施工フローと同じ

手順にて送水しながら模擬地盤を GL-1.2 m まで削孔し、強

制拡幅治具を展開させたのちセメントスラリーをボーリン

グロッド先端から吐出した。セメントスラリーの配合は、

W/C=42.3 %（普通ポルトランドセメント）であり、アンカ

ーグラウト材用混和剤 10)を添加して P ロートフロー値 10

～15 秒に調整した。セメントスラリーを圧力 0.2 MPa 程度

以下で圧入圧力を加えることなく吐出しながらステップア

ップした。セメントスラリーの吐出量は、強制拡幅治具で

形成した空洞に相当する量とした。砂質土は、強制拡幅治

具を展開した状態で地表面まで引き上げて、展開状況を目

視確認した。粘性土は、GL-0.2 m までステップアップした

段階でスラリーの吐出を停止し、強制拡幅治具を格納した

のちロッドを引き上げた。写真 2 に砂質土の試験状況を示

す。強制拡幅治具が展開していることが確認できた。セメ

ントスラリーの固結を待って砂質土と粘性土それぞれ開削

を行い、出来形を確認した。写真 3 に粘性土の出来形確認

状況を示す。強制拡幅治具を展開させた区間はφ400 mm が

確保されていることが確認できた。写真 4 に砂質土の固結

体断面を示す。砂質土においてもφ400 mm が確保されてい

た。φ400 mm の外側に砂とセメントスラリーとの混合物が

10～30 mm 程度存在していたことから、セメントスラリー

の一部が砂に浸透したものと推測される。 

 

６．まとめ 

 

著者らが提案する環境配慮型地盤圧入材のうち流動材圧

入静的締固め工法に用いる流動材を対象に、流動性が得ら

れる配合の範囲を示し、また力学特性と環境安全性確認試

験結果を報告した。排ガス由来 CO2 を副産物由来カルシウ

ム源に固定化した軽質炭酸カルシウム CaCO3 を混合した材

料を用いることにより、地盤改良の一環として CO2 を効率

よく地中に貯留できる可能性があることがわかった。 

環境配慮型地盤圧入材を用いた地盤改良の施工方法例と

して、新しい流動材圧入静的締固め工法を紹介した。今回

試作した強制拡幅治具を使用することによって、少なくと

も改良径400 mm以上を確保できる可能性があることがわか

った。強制拡幅治具の動作確認試験にセメントスラリーを

用いたが、今後は、環境配慮型地盤圧入材を用いた実証試

験を行って改良径や締固め効果の検証を行っていく所存で

ある。 
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